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❖ 施 策 の 背 景

❖ 現 状 と 課 題

❖ 目 標

世界水準の農芸品の生産力強化

■ 本県農業産出額は、1985 年の 3,424 億円をピークに減少し、2009 年には 2,086

億円まで減少したものの、2010 年以降は微増傾向に転じている。「茶」の産出額

が減少している中で、野菜と畜産で産出額が増加している。

■ 農業就業人口は大幅に減少しており、2015 年は 2005 年に対して約 61%と大幅

に減少し、さらに 65 歳以上の比率が 64%と高齢化が進行している。

一方で、法人への就職を含めた新規就農者は増加傾向にあり、2011 年度以降 2016

年度までは毎年約 300 人が新たに就農している。

■ 農地中間管理事業による経営体や認定農業者等担い手への貸付面積は、2018 年度

は 892ha となり、年々増加傾向にある。

■ 国内で需要が高まっている品目の生産拡大や、需要構造の変化に対応した茶の生

産が進まず、農業産出額は微増に留まっている。市場の動向を見据えた選択的な

生産拡大や、担い手への農地集積・集約化が課題となっている。

■ 開所した AOI－PARC を拠点として、先端的な科学技術の活用による農業の生産性

向上や、産学官金・農商工連携の新たな取組が始まっている。

■ マーケットインの考え方で市場を見据えた生産体制を構築し、生産の拡大を図る。

■ 農林水産業の競争力強化、持続的発展に向け、経営基盤の確立・強化、担い手の

確保・育成を図る。

新ビジョン体系
５－３ （１）

①、②、③
担当部局

経済産業部 農業戦略課 農業ビジネス課
地域農業課 お茶振興課
農芸振興課 畜産振興課



118

❖ 施 策 ・ 主 な 取 組

世界水準の農芸品の生産力強化

① AOI（アグリオープンイノベーション）プロジェクトの推進

2017 年 8 月に開所したＡＯＩ－ＰＡＲＣを拠点として、革新的栽培方法や農

業ロボット等の研究開発により農業の飛躍的な生産性向上を図るとともに、産

学官金の幅広い参画を得て、農業を軸とした関連産業のビジネス展開を促進す

る。

② 多彩な農芸品の生産拡大

本県の温暖な気候を生かし、野菜や畜産など需要の拡大が期待される品目を選

択的に生産の拡大を図るとともに、需要構造の変化に対応した茶の生産を強化

していく。

③ 次代を担う農業経営体の育成

農業就業人口の減少や高齢化が進展する中で産業として農業を発展させるた

め、経営発展に意欲的な経営体や新たに農業経営に挑戦する若者、経営改善に

取り組む農業後継者に対して、経営の発展・安定化に向けた取組を支援する。
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５-3 農林水産業の競争力の強化 

世界水準の農芸品の生産力強化 
 

 
❖  目  標      

■ マ ー ケ ッ ト イ ン の 考 え 方 で 市 場 を 見 据 え た 生 産 体 制 を 構 築 し 、生 産 の 拡 大 を 図 る 。    
■ 農 林 水 産 業 の 競 争 力 強 化 、 持 続 的 発 展 に 向 け 、 経 営 基 盤 の 確 立 ・ 強 化 、 担 い 手 の

確 保 ・ 育 成 を 図 る 。  
 

❖  施 策 に 関 す る 指 標  
 

成果指標  基準値  2018 実績  目標値  

農 業 産 出 額 （ 販 売 農 家 1 戸 当 た り ）  
（ 2016 年 度 ）  

2,266 億 円  
（ 753 万 円 /戸 ）  

（ 2017 年 度 ） ※  
2,263 億 円  

（ 783 万 円 /戸 ）  
2,400 億 円  

（ 953 万 円 /戸 ） 

AOI プ ロ ジ ェ ク ト 事 業 化 件 数  －  １ 件  累 計 22 件  

                                              ※直近値を記載 
活動指標  基準値  2018 実績  目標値  

AOI フ ォ ー ラ ム 参 画 会 員 数  －  170 会 員  200 会 員  

農 地 中 間 管 理 機 構 を 活 用 し た 農 地 集
積 面 積  

（ 2016 年 度 ま で ）  
累 計 860ha 累 計 2,579ha 累 計 6,600ha 

水 田 を 活 用 し た 実 証 事 業 に よ る 新 た
な 野 菜 栽 培 取 組 件 数  －  累 計 ３ 件  累 計 12 件  

畜 産 ク ラ ス タ ー 事 業 等 に よ る 生 産 施
設 整 備 件 数  

（ 2017 年 度 ま で ）  
累 計 ４ 件  累 計 12 件  累 計 23 件  

GAP 認 証 取 得 農 場 数  
※「 農 場 数 」と は「 農 家 戸 数 」の こ と を 示 す  

（ 2016 年 度 ）  
3,207 農 場  2,947 農 場  4,500 農 場  

農 業 法 人 数  （ 2016 年 度 ）  
788 法 人  

（ 2017 年 度 ） ※  
810 法 人  1,000 法 人  

                                              ※直近値を記載 
 
※ 「 世 界 水 準 の 農 芸 品 の 生 産 力 強 化 」  

・TPP や 日 EU・EPA に よ る グ ロ ー バ ル 化 が 進 展 す る 中 、国 内 外 の 消 費 者 か ら 選 ば れ る 、
高 品 質 で 安 全・安 心 で 健 康 に よ い「 農 芸 品 」を 安 定 的 に 生 産・供 給 す る 農 業 構 造 の 構
築 を 目 指 し て い く こ と 。  

 
 

新ビジョン体系 ５－３ （１） 
①、②、③ 

担当部局 
経済産業部 農業戦略課 農業ビジネス課 

地域農業課 お茶振興課 
農芸振興課 畜産振興課 

「 農 芸 品 」  
本 県 農 林 水 産 物 は 品 質 が 高 く 芸 術 品 の レ ベ ル に あ る こ と か ら 、 本 県 独 自 の 呼 称
と し て 、本 県 農 林 水 産 物 の こ と を 農 業 芸 術 品 、略 し て「 農 芸 品 」と 呼 ん で い る 。 
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５-3 農林水産業の競争力の強化

❖ 施 策 と 取 組 の 位 置 付 け

１ 施策背景

■ 本県農業産出額は、1985年の 3,424 億円をピークに減少し、2009年には 2,086 億円まで減少

したものの、2010年以降は微増傾向に転じている。「茶」の産出額が減少している中で、野菜と

畜産で産出額が増加している。【図４、図５】

■ 農業就業人口は大幅に減少しており、2015 年は 2005 年に対して約 61%となっている。さらに

65歳以上の比率が 64%を占めるなど、高齢化が進行している。【表２】

一方で、法人への就職を含めた新規就農者は増加傾向にあり、2011 年度以降 2016 年度までは

毎年約300 人が新たに就農している。【図６】

担い手の減少や高齢化による労働力不足や生産性の向上に対応するため、ICT 等の先端技術の活

用が求められている。

■ 農業経営体数は10年間で約30％減少しているが、５ha以上の面積規模の経営体数は増加傾向に

あり、経営体の経営規模は拡大基調にある。【表３】

■ 農地中間管理事業による認定農業者等担い手への貸付面積は、2018 年度は 892ha となり、貸付

面積は年々増加傾向にある。【図７】

① AOI（アグリオープンイノベーション）プロジ

ェクトの推進

② 多彩な農芸品の生産拡大

③ 次代を担う農業経営体の育成

④ 農業の競争力を高める生産基盤の整備

⑤ 持続可能な農業を展開できる生産基盤の確保

① 生産・流通・消費の好循環を生み出す水産振興

対策の推進

② 海・川の恵みの持続的な利用の確保

③ 次世代の漁業を担う人・組織づくり

① 県産材の安定供給体制の確立

② ビジネス林業の定着

③ 県産材製品の需要拡大

2 富を支える地域産業の振興

（２）森林資源の循環利用による林業の成長

産業化

政策５ 富をつくる産業の展開

１ 次世代産業の創出と展開

３ 農林水産業の競争力の強化

（１）世界水準の農芸品の生産力強化

（３）水産王国静岡の持続的発展の推進

① ターゲットを明確にした国内・県内戦略の推進

② マーケティング拠点の整備と付加価値向上に

よる販路拡大

（４）市場と生産が結びついたマーケティン

グ戦略の推進
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５-3 農林水産業の競争力の強化 

○農業産出額の推移 【図４】 

 

 

○作物別の農業産出額の推移 【図５】 

 

○静岡県の年齢別農業就業人口の推移 【表２】 
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(億円)

0
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1990 1995 2000 2005 2010 2015

（億円）

茶 野菜 果実 畜産 花き 米

15～29歳 ～39歳 ～49歳 ～59歳 ～64歳 ～69歳 70歳以上 計
人数 1,175 1,983 2,956 7,043 7,408 9,041 27,716 57,322

構成比(％) 2.0 3.5 5.2 12.3 12.9 15.8 48.4 100.0

人数 1,454 2,180 4,026 10,525 8,369 9,485 34,828 70,867

構成比(％) 2.1 3.1 5.7 14.8 11.8 13.4 49.1 100

人数 3,989 3,558 7,986 14,683 10,101 13,354 40,219 93,890

構成比(％) 4.2 3.8 8.5 15.6 10.8 14.2 42.8 100
2005年

2015年

2010年

出展：農林業センサス（農林水産省） 

出典：生産農業所得統計（農林水産省） 

出典：生産農業所得統計（農林水産省） 
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５-3 農林水産業の競争力の強化 

○静岡県の新規就農者の推移 【図６】 

 

○静岡県の経営規模別の農業経営体数 【表３】 

 
 

○農地中間管理事業による担い手への貸付面積 【図７】 
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経営体数(A) 構成比 経営体数(B) 構成比 経営体数(C) 構成比 Ｂ／Ａ Ｃ／Ｂ
1ha未満 33,062 70.0% 27,283 68.0% 22,125 66.8% -17.5% -18.9%
1～3ha 12,082 25.6% 10,469 26.1% 8,518 25.7% -13.4% -18.6%
3.～5ha 1,423 3.0% 1,551 3.9% 1,511 4.6% 9.0% -2.6%
5～10ha 438 0.9% 534 1.3% 644 1.9% 21.9% 20.6%
10～20ha 126 0.3% 174 0.4% 233 0.7% 38.1% 33.9%
20～30ha 48 0.1% 45 0.1% 51 0.2% -6.3% 13.3%
30～50ha 25 0.1% 30 0.1% 45 0.1% 20.0% 50.0%
50ha以上 5 0.0% 16 0.0% 16 0.0% 220.0% 0.0%

計 47,209 100% 40,102 100% 33,143 100% -15.0% -17.4%

面積規模
2010年 2015年2005年 経営体数の増減率

出展：県農業ビジネス課調べ 
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出展：農林業センサス（農林水産省） 
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出展：（公社）静岡県農業振興公社調べ 
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５-3 農林水産業の競争力の強化 

２ 現状・課題と施策の方向  
現状・課題 県の施策の方向 

本県農業の生産革新を促進するため、ICT をは
じめとする先端的な科学技術やものづくり技
術の農業分野への応用や農作業の省力化・合
理化を飛躍的に進める技術開発が必要であ
る。(P.126) 

・ 2017年8月に開所したAOI-PARCを拠点として、
農業の飛躍的な生産性向上を図るとともに、農業
を軸とした関連産業のビジネス展開を支援 

➡ ①AOI（アグリオープンイノベーション）プロ
ジェクトの推進 

市場の動向を見据えるとともに、ニーズに対
応した農芸品の選択的な生産拡大や、担い手
への農地集積・集約化が課題である。(P.127) 

・ 農地集積・集約化、農業経営体の育成、マーケッ
トインの考え方に基づく生産体制の確立などに
より、農業の生産力強化を支援 

➡ ②多彩な農芸品の生産拡大 
就業者の減少や高齢化が深刻化していること
から、新たな担い手の確保・育成に向けた取
組が必要である。(P.128) 

・ 農業経営を担う人材育成を進めるとともに、農業
経営体の経営発展支援や女性経営者の育成など
により、次代を担う農業経営体を育成 

➡ ③次代を担う農業経営体の育成 

 

３  施策に関する県と市町、民間等との役割分担 

区分 役割・取組等 

県  

 県内 7 農林事務所に普及指導員 113 名を配置し、新技術・新品種の実証・導入やコス
ト低減技術の確立、農業経営の法人化、新規就農者や新規に農業参入する者の確保・定
着、経営発展など、地域農業の持続的な発展を支援 

 ＧＡＰ(農業生産工程管理)の導入や加工・直売等による 6 次産業化の取組など食料の安
定供給の確保に関する支援、都市と農村の交流や鳥獣被害対策の支援などの農村地域の
振興に関する支援 

 農林大学校において、優れた農業後継者、農村地域の振興に貢献する指導者や技術者な
ど、次代の農業を担うべき者の養成 

 県農林技術研究所等において、野菜・花き・作物・茶・果樹・畜産に関する生産性を革
新する省力化・効率化技術の開発や新商品・新技術の開発など本県農業の競争力強化に
向けた研究の実施 

市 町  

 経営改善に取り組む農業者を認定農業者、新たに農業経営を営む青年等を認定新規就農
者として認定することにより、地域の農業振興を促進 

 市町農業委員会は、農地法に基づく農地転用許可などの法令業務や、担い手への集積・
集約化、耕作放棄地対策、新規参入促進等農地利用の最適化等を推進 

農 業 団 体  
（ Ｊ Ａ ）  

 農業協同組合は、農産物の販売や生産資材の供給、農家への資金貸付けなど、農家に対
する支援事業を実施 

 営農指導として、各農協の作物別生産部会の運営支援や、組合員個々に対する指導を行
うことにより、産地の維持・発展を支援 

（ 公 社 ）  
静 岡 県 農 業
振 興 公 社  

 静岡県農業振興公社は、静岡県の農業の振興と発展に寄与することを目的に、農地中間
管理機構、青年農業者等育成センター、企業参入支援センター、農業経営相談所を設置
し、農業経営の改善及び規模の拡大の促進、農業の担い手の確保及び育成支援を実施 
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５-3 農林水産業の競争力の強化 

４  県 の 施 策 推 進 の 視 点  
 

 世界水準の農芸品の生産力強化  
 

☞ 視点１ 産業の枠を超えた連携による農業を軸とした関連産業のビジネス展開 
① AOI（アグリオープンイノベーション）プロジェクトの推進 

 
☞ 視点 2 多様な人材が活躍する農芸品の生産力強化 

② 多彩な農芸品の生産拡大 
③ 次代を担う農業経営体の育成 
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５-3 農林水産業の競争力の強化 

５  主 な 取 組  

視点１ 産業の枠を超えた連携による農業を軸とした関連産業のビジネス展開 
 

取 組 ①  
AOI （アグリオープンイノベーション）
プロジェクトの推進 

担 当 課 名 
経済産業部 農業戦略課 
農芸振興課 

目 的 
(何のために) 

2017 年 8 月に開所したＡＯＩ－ＰＡＲＣを拠点として、革新的栽培方法や農業ロ
ボット等の研究開発により農業の飛躍的な生産性向上を図るとともに、産学官金
の幅広い参画を得て、農業を軸とした関連産業のビジネス展開を促進する。 

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

取組１：AOI-PARC の機能を活かした栽培技術等の開発と事業化の促進  (P.133) 
様々な環境（光、温度、湿度、CO2 濃度等）を再現する栽培実験装置や成分分析機器等を活用

し、機能性成分や収量等の向上を目指した栽培技術等の研究開発を進めるとともに、産学官金連
携の場である会員制組織「AOI フォーラム」の運営を支援し、研究連携やビジネスマッチングを
通じた民間事業者の事業化を促進する。 

取組２：ＡＩ（農業情報科学）学習支援システムの開発と技術継承  (P.134) 
県内を代表する農芸品である「みかん」「イチゴ」「トマト」でＡＩ（農業情報科学）学習支援

システムを活用し、栽培技術を「見える化」することで、産地の栽培技術の向上や新規就農者の
技術習得を促進する。 

取組３：農業ロボット開発の促進  (P.134) 
県農林技術研究所において、農業用ロボットやドローン等を活用した生産性向上技術の開発及

び技術実証を行うとともに、静岡県農業ロボット研究会の開催やコーディネーターの活動を通じ
て農業現場のニーズ把握と製造業者へのマッチング支援を行い、製造業者が行う農業用ロボット
の商品化・事業化に向けた研究開発を支援する。 
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５-3 農林水産業の競争力の強化 

 

視点２  多様な人材が活躍する農芸品の生産力強化 
 

取 組 ②  多彩な農芸品の生産拡大 担 当 課 名 

経済産業部 農業戦略課 
農業ビジネス課 地域農業課 
お茶振興課 農芸振興課 
畜産振興課 

目 的 
(何のために) 

本県の温暖な気候を生かし、野菜や畜産など需要の拡大が期待される品目を選択
的に生産の拡大を図るとともに、需要構造の変化に対応した茶の生産を強化して
いく。 

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
） 

取組１：担い手への農地集積面積の拡大  (P.135～137) 
農業生産を維持・発展させるため、農地集積に向けた地域の合意形成を促進し、農地中間管理

事業による地域の中心となる経営体への農地の集積・集約化により農地の有効活用を推進する。 

取組２：水田フル活用による露地野菜の生産拡大  (P.137) 
水田の排水対策（汎用化）を進めるとともに、水稲収穫後の水田を有効活用し、省力・機械化

技術の導入・普及により、加工・業務用需要に対応したレタスなど露地野菜の生産拡大を図る。 

取組３：施設園芸拠点の整備  (P.137) 
市場ニーズが高く、本県の強みである農芸品を中心に、新たな生産施設の整備による規模拡大

を促進するとともに、施設野菜や施設花きの収量や品質を高めるため、温度、湿度、CO2 濃度、
日射量などを、管理・制御する高度環境制御機器の導入を推進する。 

取組４：畜産クラスターの整備  (P.138) 
畜産関係者と農業団体など地域の畜産関係者が連携し、畜産の収益性を地域全体で向上させる

ことを目的とする畜産クラスター協議会の設立とその活動を支援することにより、意欲ある畜産
経営体の規模拡大や生産性向上を支援する。 

取組５：茶産地の構造改革の推進  (P.138～139) 
茶の国内と海外の需要に対応するため、茶業経営体が流通販売業者と連携して取り組む、有機

茶や抹茶など特徴のある茶やドリンク用原料茶の生産拡大に向け、有機認証の取得や施設等の整
備など、産地における生産構造の転換を支援する。 

取組６：ＧＡＰ（Good Agricultural Practice：農業生産工程管理）の推進  (P.139) 
農業者の生産管理・効率性の向上や経営意識の改善を図るため、ＧＡＰ（農業生産工程管理）

の指導者を養成するとともに、認証取得を促進する。 
 ※ＧＡＰ：農業において、食品安全、環境保全、労働安全などの持続可能性を確保するための

生産工程管理の取組 
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５-3 農林水産業の競争力の強化 

 

視点 2 多様な人材が活躍する農芸品の生産力強化 
 

取 組 ③  次代を担う農業経営体の育成 担 当 課 名 
経済産業部 農業戦略課 

 農業ビジネス課 

目 的 
(何のために) 

農業就業人口の減少や高齢化が進展する中で産業として農業を発展させるため、
経営発展に意欲的な経営体や新たに農業経営に挑戦する若者、経営改善に取り組
む農業後継者に対して、経営の発展・安定化に向けた取組を支援する。 

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
） 

取組１：コンサルティング手法を取り入れたビジネス経営体等の支援  (P.140) 
経営発展の意欲の高い経営体を支援する普及指導員が、コンサルティング活動を中心とした支

援を通じて生産や経営上の課題を把握し、専門家などを含めた支援チームを編成、伴走型支援を
行うことで、経営計画の実現や経営の安定化に向けて支援する。 

 
 
 
 

取組２：次代の農業経営を担う人材育成の強化  (P.140～141) 
市町や関係団体と連携し、技術習得や農業法人への就職支援、就農後のフォローアップなどの

実施により、青年の新規就農と定着を支援する。 

取組３：農林大学校の専門職大学への移行  
基礎的な生産能力に加えて、加工・流通・販売の知識や経営管理能力、生産性を高める先端技

術への対応能力を持つ人材を育成するため、農林大学校を専門職大学化し、農林業人材養成機能
の充実を図る。 

 

取組４：女性経営者の育成  
女性に職業として農業を選択してもらい、意欲ある女性の活躍による経営体の発展に資するた

め、女性農業者の情報発信やネットワーク活動の支援、農業での起業、就業を目指す女性層の拡
大や経営への積極的な参画を支援し、女性経営者を育成する。 

 

※ビジネス経営体とは、以下の要件を満たす農業経営体のこと 県内に約 400 社 
 ○経営承継される永続的経営体(法人化) 
 ○雇用による労働力確保 
 ○一定規模以上の販売額（5,000 万円以上） 
 ○マーケティング戦略によるサービス･商品提供 
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５-3 農林水産業の競争力の強化 

６  主 要 事 業  
 

事業名  重点項目  
2019 

予算額(千円) 

先端農業プロジェクト推進
事業費 

革新的栽培法、農業用ロボット等の研究開発、（一財）ア
グリオープンイノベーション機構が行う農業版オープン
イノベーション・プラットフォーム運営への支援 

316,100 

強い産地・担い手づくり総合
支援交付金 

産地の収益力強化と担い手の経営発展を推進のため、農
業者が行う農業用機械・施設の導入などへの助成 

436,000 

農地中間管理総合支援事業
費助成 

農地中間管理事業による担い手への農地集積を推進する
ため、集積に協力する農地の出し手等への支援 

92,400 

農芸品供給拡大緊急対策事
業費（施設園芸大国しずおか
構造改革緊急対策事業） 

市場ニーズが高い農芸品の生産拡大と、首都圏等への供
給力強化への支援 

125,000 

畜産競争力強化対策整備事
業費助成 

地域の畜産収益力の強化を図るため、家畜飼養管理施設
等の整備への助成 

6,741,803 

茶産地構造改革事業費助成 抹茶や有機茶、ドリンク原料茶などの需要に応じた生産
構造への改革を図る経営体への助成 

76,500 

GAP 推進事業費助成 GAP 指導者の養成や、経営体の GAP 認証の取得及び国
内水準 GAP から国際水準 GAP への切り替えへの助成 

83,100 

農業コンサルティング推進
事業費 

本県農業の中核を担うビジネス経営体等の経営発展を加
速化するため、外部専門家の派遣や農業経営相談所の運
営等を行い、新たな支援体制を構築 

22,700 

農を支える元気な担い手支
援事業費 

農業を支える元気な担い手を確保するため、新規就農者
の育成支援 

28,600 

青年就農促進定着支援事業
費助成 

地域農業の担い手を確保・定着させるため、新規就農を
目指す青年等へ研修等を開催 

480,500 

農林大学校専門職大学移行
事業費 

次世代の農林業を担う人材を養成するため、農林大学校
の専門職大学への移行を推進 

495,000 

女性が拓く未来の農業推進
事業費 

農山漁村の活性化と、収益力の高い農業経営体を育成す
るため、農業分野での女性の活躍を促進 

2,700 

その他取組を含めた合計 13,057,830 
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参考資料 

＜土地生産性（耕地面積当たりの農業産出額）（2015 年）＞ 

 

＜農業産出額の増減率（2015 年／2005 年）と土地生産性（2015 年）＞ 

 

 

出展：生産農業所得統計、耕地及び作物面積統計（ともに農林水産省）に基づき、県農業戦略課で作成 

本県の土地生産性（耕地面積当りの農業産出額）は全国平均よりも上位にある。 
本県データ（2015 年）：農業産出額 2,204 億円、耕地面積 67,900ha 

本県の 2015 年の農業産出額は、2005 年に対して 16％減少している。しかし、本県と土地生産性
が同程度の群馬県や長崎県は農業産出額を 10％以上増加させている。 

資料：生産農業所得統計、耕地及び作物面積統計（ともに農林水産省）に基づき、県農業戦略課で作成 
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参考資料 

＜作目別の農業産出額の増減額（2005 年と 2015 年の増減比較）＞ 

単位：億円 

地域 
農業産出額 算出額

の伸び
2015-2005 

主要作目の内訳 

2005 2015 米 野菜 果実 花き 工芸農
作物 畜産 加工農

作物 
茨城 4,162 4,549 387 -244 396 -20 10 -29 208 8 

群馬 2,200 2,550 350 -59 281 -5 -7 15 160 0 

鹿児島 4,168 4,435 267 -62 125 -16 -41 -135 451 9 

熊本 3,102 3,348 246 -88 312 -55 3 -75 194 -21 

千葉 4,161 4,405 244 -198 96 -6 -22 -7 326 4 

宮崎 3,206 3,424 218 -90 151 26 -39 -92 271 -9 

長崎 1,367 1,553 186 -47 158 -4 22 -22 55 -2 

静岡 2,516 2,204 -312 -42 4 28 -20 -280 93 -69 

愛知 3,275 3,063 -212 -88 -32 5 -155 -11 119 -1 

全国 85,119 87,979 2,860 -4,475 3,589 564 -514 -1,165 6,122 -111 

 

＜野菜における品目別産出額の増減（2005 年と 2015 年の増減比較）＞ 

単位：億円 

地域 野菜産出額
の増加額 

算出額の増加が大きい品目 算出額の減少が大きい品目 

トマト たまねぎ レタス ねぎ キャベツ きゅうり メロン すいか いちご 

全国 3,589 570 358 321 286 249 207 -204 -63 -29 

茨城 396 30 3 47 61 40 0 -46 -6 10 

熊本 312 207 4 10 -4 11 8 -17 -5 -11 

群馬 281 -6 3 33 22 120 11 0 -2 -2 

長崎 158 21 20 29 5 5 8 0 -4 13 

宮崎 151 21 1 -1 2 6 42 -22 -2 160 

鹿児島 125 -1 1 2 6 16 6 -2 -3 -5 

千葉 96 9 0 3 43 -9 25 -12 -32 16 

静岡 4 8 6 3 11 2 -2 -40 1 5 

宮崎 -32 21 -3 -7 -3 -15 4 -11 -12 -20 

 

農業産出額が 10 年間で増加している茨城県や群馬県などでは、野菜と畜産物の産出額の増加が、農
業産出額全体の増加に寄与している。 
一方、本県は、畜産物の産出額は増加しているものの、野菜の産出額は横ばい、工芸農作物（茶）
が大きく減少したことから、農業産出額全体では 312 億円の減少となっている。 

資料：生産農業所得統計（農林水産省）に基づき、県農業戦略課で作成 

 

出展：生産農業所得統計（農林水産省）に基づき、県農業戦略課で作成 

 野菜の産出額を増加させている県は、トマトやレタス、キャベツなど強みのある品目の伸びが顕著となっ
ている。 
一方、本県は、突出して伸びている品目がなく、強みのある品目に絞った生産拡大を図ることができてい
ない。 
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参考資料 

＜本県農業の目指す姿①農業産出額＞ 

 
＜本県農業の目指す姿②担い手の構造＞ 

 

＜本県農業の目指す姿③農地集積＞ 
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将来

2021年

2015年
野菜 果樹 花き 畜産物 その他水田茶

（億円）

2,204億円

2,400億円

3,000億円

野菜や畜産物などの需要の拡大が期待される品目を選択的に生産の拡大を図るとともに、需要構造
の変化に対応した茶の生産を強化することにより、2021 年には農業産出額 2,400 億円を目標とす
る。さらに、将来は、農業産出額全国 10 位以内の農業産出額の実現を目指す。 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

将来

2021年

2014年 2,204億円

2,400億円

ビジネス経営体 認定農業者等

（億円）

3,000億円

21％ 46％

32％ 43％

50％ 35％

33％

25％

15％

その他

2014 年のビジネス経営体数は 381 経営体で、産出額は 456 億円で県全体の２割を占めている。 
現状、小規模であっても経営発展に意欲的に取り組む経営体や新たに農業経営に挑戦する若者や経
営改善に取り組む農業後継者に対して経営の発展・安定化に向けた取組を支援することにより、
2021 年には農業生産の約 32％、将来的には過半を占める農業構造の確立を目指す。 

2016 年の担い手への農地集積面積は 28,433ha で、耕地面積 67,100ha に対して 42.4％の集積率
となっている。 
2021 年には担い手への農地集積率を約６割、将来的には約８割を目標に、ビジネス経営体や認定農
業者、新規就農者を中心に農地の集積を進めていく。 
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参考資料 

＜農業の生産性革新とビジネス展開イメージ＞ 

 

＜ＡＯＩプロジェクト成果第 1 号＞ 

全国初！ケール（生鮮葉物野菜）機能性表示食品 
― ＡＯＩプロジェクト成果第一号 ― 

１ 機能性表示食品の内容（2018 年 12 月 21 日消費者庁受理） 
区分 内容 

商品名 ソフトケールＧＡＢＡ（ギャバ） 
機能性関与成分名 ＧＡＢＡ（γアミノ酪酸 含有量12.3ｍｇ／100ｇ） 

機能性表示 
「本品にはＧＡＢＡが含まれます。ＧＡＢＡには血圧が高めの方の血圧を下げる

機能があることが報告されています。」 
（一日当たりの摂取目安量 100ｇ）届出番号：Ｄ270 

【ケール】 
〇青汁等の飲料用原料として活用されているケール 
〇ビタミンＣやカルシウムはキャベツの５倍、抗酸化能（体の酸化

を防ぐ抗酸化力）もトップクラス 
〇欧米では「スーパーフード」と称され人気が高い作物 
〇（株）増田採種場では、10 年ほど前から生食用のケールを開発し、

３年前から「ソフトケール」として商品化 

 

２ ＡＯＩプロジェクトの成果 
静岡県は、2017 年８月に開所したＡＯＩ－ＰＡＲＣを拠点に、ＡＯＩプロジェクトを推進しており、

本件が事業化（商品化）としての成果第１号である。 
プロジェクトの取組として、静岡県農林技術研究所及び（一財）アグリオープンイノベーション機構が、

生鮮葉物野菜の機能性表示における課題に対し支援した。 
課題 プロジェクトの取組 

〇１年を通じて機能性成分
を一定以上に安定化 

 
〇機能性成分と食味等との

バランス 

●機能性成分のほか、生育・収量、品質、食味にも優れた高機能ケール
種子の選抜 

●機能性成分、生産性及び食味のバランスの取れた周年安定栽培技術の
開発 

●科学的根拠取得のための成分分析、栽培マニュアル化 
●共同研究パートナーのマッチング 

2019/1/24 販売開始 
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参考資料 

＜ＡＩ（農業情報科学）学習支援システムによる技能継承＞ 

 

＜ＡＩシステムを核とした栽培技術開発・継承の取組状況｣＞ 

区  分 内  容 

ＡＩシステムを核とし
た農芸品の栽培技術
開発・継承 

・大学等との連携によるＡＩ学習コンテンツ作成 

実施地域 みかん：ＪＡみっかび（浜松市）（H27～） 
ＪＡなんすん（沼津市）（H30～） 

いちご：ＪＡ伊豆の国（伊豆の国市）（H27～） 
ＪＡ遠州夢咲（菊川市）（H30～） 

農業高校における導
入支援 

・大学等との連携によるＡＩ学習支援システム導入のためのＡＩ利活用研修及び 
コンテンツ作成のための調査 

実施場所：静岡農業高校（静岡市） 

＜農業用ロボット開発の事例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○事業イメージ

＊AI: Agri-Infoscience、農業情報科学

AI学習システムによる技能継承
篤農家等の暗黙知を形式知化し、栽培技術の学習期間を短縮

ヒント！ヒント！

作物の状態

判断
（着眼点）

作業

データ
収集

コンテンツ
作成

学習支援
アプリ開発

どんな状況でどう判
断するかという正解
データを作成

篤農家の作業につ
いて、多数の事例
のデータを収集

【質問】
どこを剪定
しますか？

篤農家の技術

・Q&A方式で、どんな状
況でどう判断するかを学習

アプリで学習

新規就農者等
（例 みかんの摘果）

分析

「なぜ、そこを見てそう行動したのか」
をヒアリング

篤農家にアイカメラを装着してもらい、
視点と行動を記録

・効率的に、栽培技術の
学習が可能

なぜ、そこを見て、
何を評価し、 どう判断をして、

そう行動したのか、わかる

○事業イメージ

＊AI: Agri-Infoscience、農業情報科学

AI学習システムによる技能継承
篤農家等の暗黙知を形式知化し、栽培技術の学習期間を短縮

ヒント！ヒント！ヒント！ヒント！

作物の状態

判断
（着眼点）

作業

データ
収集

コンテンツ
作成

学習支援
アプリ開発

どんな状況でどう判
断するかという正解
データを作成

篤農家の作業につ
いて、多数の事例
のデータを収集

【質問】
どこを剪定
しますか？

篤農家の技術

・Q&A方式で、どんな状
況でどう判断するかを学習

アプリで学習

新規就農者等
（例 みかんの摘果）

分析

「なぜ、そこを見てそう行動したのか」
をヒアリング

篤農家にアイカメラを装着してもらい、
視点と行動を記録

・効率的に、栽培技術の
学習が可能

なぜ、そこを見て、
何を評価し、 どう判断をして、

そう行動したのか、わかる



 

135 
 

参考資料 

＜農地集積面積の拡大（農地中間管理事業の概要）＞ 
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＜農地集積による効果（⽣産性の向上）＞

【農地集積による⽣産性向上を⽰すデータ】

「作業時間の減少」①（2018 年度 ⽔稲栽培経営体調査事例から）

○⽥植えに係る作業時間（15.3ha／130 筆）

○⽥植えに係るほ場区画（⾯積）の違いによる 10ａあたりの作業時間

農地の⾯的集積の効果（独⽴⾏政法⼈ 農業・⾷料産業技術総合研究機構）
・ほ場内作業時間、移動時間の削減
・作業の効率化（労働時間減少、⾯積拡⼤、作業適期の確保） 等
※農地集積によって、「労働⽣産性」が向上する

「作業時間の減少」②（2012 年度 ⾷料・農業・農村⽩書から）

基盤整備の実施、
担い⼿への農地集積実施

↓

担い⼿への農地集積⾯積
1.6ha ⇒ 7.1ha（4.4 倍）

1ha あたり作業時間
616時間／ha ⇒ 95時間／ha
（85%減）…労働⽣産性の改善

削減された作業時間を規模拡⼤や品質向上にも活⽤

ほ場内外での作業時間
ほ場内合計 （分） ほ場外合計 （分）

2,335.6 1,726.8
（うち移動時間 628.4 分）

ほ場内作業時間⽐較（分/10a）
70ａ

⼤区画ほ場
10a 未満
⼩区画ほ場

⼩区画に対する
⼤区画の作業時間⽐

20.6 34.7 59.3%

⇒集積を進めることで、移動や機械の上げ下ろし等の作業時間が削減可能

ほ場内外の作業時間⽐
＝(ほ場内)6：(ほ場外)4
ほ場外の作業時間が 43％

⇒１筆の区画を⼤きくすることで作業時間の短縮が可能

⼤区画農地による単位⾯積
当たり作業時間は、⼩区画農
地に⽐べて約40％削減
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＜参考＞ 農地の「集積」と「集約」の考え方 
《農地の集積》・・農地を所有し、又は借り入れること等により、利用する農地面積を拡大すること

をいう。 

 
《農地の集約》・・農地の利用権を交換すること等により、農作業を連続的に支障なく行うことがで

きるようにすることをいう。 

 

＜野菜の供給力拡大のための推進フロー＞ 

 

【2018 年度の実績】 
（１）施設園芸大国しずおか構造改革緊急対策事業 

実施項目 実施内容 
 マーケットインの考え方に基づく、新たな需

要に対応した生産拡大を推進するための施
設整備の実施 

いちご（５件）、チンゲンサイ（２件）、トマト、な
す、葉ねぎ、わさび、柑橘(こん太)、ブルーベリー、
ガーベラ、カーネーション （合計 3.2ha） 

（２）次世代施設園芸地域展開促進事業 
実施項目 実施内容 

 高度環境技術の実証のための高度環境制御
機器の導入及び機器の導入温室における技
術実証 

いちご（３件）、トマト（７件）、ガーベラ（１件）、
バラ（５件） 

（３）水田農業構造改革対策推進事業 
実施項目 実施内容 

 米から野菜への転換を促進するための省力
的な機械化体系や作柄安定技術のモデルほ
場における実証 

キャベツ（自動定植・収穫機、排水改善） 
タマネギ（全自動定植機） 

大手
スーパー

百貨店等

マーケット

食品加工
業者

計画の実現に向けた取組支援

マーケットインによる新しい産地を戦略的に育成

戦略的作物の生産拡大

・野菜等の温室新設
・水田フル活用による露地

革新的技術の導入

・ICT・高度環境制御機器設置

・省力・自動化機械の整備

生産性の向上＋生産量の拡大

戦略的作物生産拡大計画の策定（実施計画）

ビジネス経営体 JA生産部会 農業参入企業等

事業主体

産 地

需要
情報 情報の集約・分析

県専門チーム

専門家
マーケティング・契約等

マッチ
ング

重点品目や
ターゲットの
選択と集中

大手
スーパー

百貨店等

マーケット

食品加工
業者

大手
スーパー

百貨店等

マーケット

食品加工
業者

計画の実現に向けた取組支援

マーケットインによる新しい産地を戦略的に育成

戦略的作物の生産拡大

・野菜等の温室新設
・水田フル活用による露地

革新的技術の導入

・ICT・高度環境制御機器設置

・省力・自動化機械の整備

生産性の向上＋生産量の拡大

戦略的作物生産拡大計画の策定（実施計画）

ビジネス経営体 JA生産部会 農業参入企業等

事業主体

産 地

計画の実現に向けた取組支援

マーケットインによる新しい産地を戦略的に育成

戦略的作物の生産拡大

・野菜等の温室新設
・水田フル活用による露地

革新的技術の導入

・ICT・高度環境制御機器設置

・省力・自動化機械の整備

生産性の向上＋生産量の拡大 生産性の向上＋生産量の拡大

戦略的作物生産拡大計画の策定（実施計画）

ビジネス経営体 JA生産部会 農業参入企業等

事業主体

ビジネス経営体 JA生産部会 農業参入企業等

事業主体

産 地

需要
情報 情報の集約・分析

県専門チーム

専門家
マーケティング・契約等

マッチ
ング

重点品目や
ターゲットの
選択と集中

需要
情報 情報の集約・分析

県専門チーム

専門家
マーケティング・契約等

マッチ
ング

重点品目や
ターゲットの
選択と集中

Ａ：農家Ａの耕作地 農地Ｃ、Ｄ、Ｅを農家Ａに「集積」 
農地Ｆを農家Ｂに「集積」 

A B C A B A

D E F A A B

A B C A B A

D E F A A B

集積した農地の利用権をＢと 
交換して「集約」 

Ａ：農家Ａの耕作地 農地Ｃ、Ｄ、Ｅを農家Ａに「集積」 
農地Ｆを農家Ｂに「集積」 

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ

Ｄ Ｅ Ｆ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ

Ｄ Ｅ Ｆ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ
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＜畜産クラスター事業を活用した畜産生産基盤の強化＞ 

 
＜茶産地構造改革事業の概要＞ 

 

事業名 茶産地構造改革事業費助成（2017 年度～） 

目 的 
緑茶需要動向の変化によりリーフ茶の需要が減少し、一番茶の荒茶価格が年々下落
していることから、需要に応じた茶の生産構造への転換に必要な施設や機械の整備
を支援する。 

支援対象者 ビジネス経営体、ビジネス経営体を目指す茶業者等 
補助率等 １/２以内 （補助上限 15,000 千円/実施主体） 

2019 予算額 76,500 千円（うち助成額 76,000 千円） 
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（事業実績） 
年度 申請件数 申請額 実施件数 交付決定額 
2017 20 件 87,314 千円 17 件 75,580 千円 
2018 15 件 115,149 千円 15 件 114,000 千円 

計 35 件 202,463 千円 32 件 189,580 千円 

 
＜GAP（農業生産工程管理）の推進＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【GAP 推進事業 実績（2018 年度）】 
項 目 内 容 

GAP の周知 GAP キャラバン：県内 17 農協に対し説明・意見交換を開催 
農業者向けセミナー：県内各地で 29 回開催、1,050 人参加 

GAP 指導者の養成 研修を４回開催し、87 名を指導者として養成した。 
GAP 認証新規取得に対す
る助成 

29 件 114 農場が新規に GAP を取得した 
GLOBALG.A.P(１件・１農場)、ASIAGAP（４件・80 農場）、 
JGAP（24 件・33 農場） 

 

【GAP 認証取得農場数の減少に対する検証（茶業団体の農場数と経営面積の推移）】 
・GAP 認証取得団体で 2016～19 年にかけ、団体構成員数が減った 15 茶工場にアンケート調査を実施。 
・農場数は３年間で 78％となったが、茶園面積は 94％であった。 
・農場数が減少した 13 茶工場が「高齢化により農作業ができなくなった」と回答し、高齢化が農場数減

少の主な原因と考えられ、また、９茶工場が「茶価が安く経営ができなくなった」と回答し、経済的な
理由も農場数減少の原因になっていると考えられた。 

・農作業ができなくなった農場の茶園は、「団体内の別の者が継続した」との回答が 12 茶工場あり、生産
をやめた茶園は団体内で引き継ぐケースが多く、団体内における１農家当たりの経営面積は拡大してい
ると考えられた。 
※ GAP 認証取得に係る「農場数」とは、「農家戸数」のことを示す。 
茶工場の農場数と茶園栽培面積の推移 

 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 
農場数(農家戸数) 391 (100) 367 ( 94) 323 ( 83) 304 ( 78) 

茶園面積(ha) 1,459 (100) 1,428 ( 98) 1,370 ( 94) 1,371 ( 94) 
ha／人 3.7 (100) 3.9 (105) 4.2 (113) 4.5 (122) 

（2019 年 5 月、県地域農業課調べ） 

 

（計画） 
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＜農業コンサルティング事業の概要＞ 

 

 

＜新規就農希望者の受入体制と関係機関の役割分担＞ 

 

  

静岡県農業振興公社

（青年農業者等育成センター)
(企業参入支援センター)

(農地中間管理機構)

県 庁
（農業ビジネス課）

静岡県移住相談センター
(東京：ふるさと回帰センター内）

農林事務所

市 町

Ｊ Ａ

農業者
農業法人

地域受入体制

携連

移住・定住相談
就農相談・セミナー

就農相談・見学ツアー
研修事業、無料職業紹介
農地あっせん 等 施策全般の調整

就農相談、体験・研修事業の調整
就農計画作成支援、青年セミナー
資金支援(準備型）

就農計画の認定
農地貸借調整
資金支援
(経営開始型）

無料職業紹介
営農指導、（販売、資材・資金支援）

体験・研修受入

就
農
希
望
者

相 談

就農プロセスに応じ、関係機関が連携して支援を実施

相 談

相 談

 

ビジネス経営体 
新規参入企業 等 

農業者等 
農業経営相談所 

静岡県農業振興公社 
県(革新支援専門員) 

商工系団体 

戦略会議 

経営体支援チーム 

農林事務所 

中小企業診断士、 
税理士、社労士等 

調整 

依頼 

支援 

伴走型支援 

経営相談 

外部専門家 

農 業 コ ン サ ル テ ィ ン グ 推 進 事 業 の 実 施 体 制 
● 事業推進フロー 
１ 農林事務所は、ビジネス経営体等を巡

回し、生産や経営上の課題を把握 
２ 戦略会議は、相談内容に応じて、適切

な支援方向と専門家を決定 
３ 戦略会議は、普及指導員、専門家等を

含めた支援チームを編成 
４ 支援チームは、課題の進捗状況に合せ

た伴走型支援を課題解決まで実施 

● 支援実績(2018年度実績) 
１ 支援対象農業者数 1,100 経営体 
２ 支援対象農業者への訪問回数 

  5,563 回（5.1 回／経営体） 
３ 専門家派遣実績 

 延べ 93 回（57 経営体）            
４ 法人設立数 14 法人 

（法人化志向農業者数 32 経営体）   
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＜新規就農者の確保・育成に向けた施策＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜「がんばる新農業人支援事業」の概要＞ 

 

技術・経営ノウハウの習得

資金調達・設備投資

新規就農
希望者

農業体験

農地の確保

○無利子資金（青年等就農支援資金)
上限3,700万円、償還期間：最大12年

○施設整備の補助金
(国事業）

上限300万円、補助率3/10
(県事業）
上限7千円/㎡、補助率1/3

○交付金 (農業次世代人材投資資金）

準備型(研修中）：150万円/年 最大２年

経営開始型 ：150万円/年 最大５年

○農林大学校
農家後継者や技術者等の人材養成

○実践研修（がんばる新農業人支援事業）

先進農家での技術等の習得研修（1年）

○農業基礎講座 （静岡アグリ実践大学）

農林大学校での講座・実習（全18回）

○セミナー・経営塾
・青年セミナー(簿記、販売、先進事例等）

・ふじのくにアグリカレッジ（マネジメント）

○農地の斡旋・調整
・農地中間管理機構による仲介・斡旋
・農業委員会(各市町）による調整・許可
・人・農地プラン(各地域）への位置付け

・放棄地の再生活用支援

○短期農業インターン
社会人・学生コース(3～7日）

高校生コース(1日）

就農相談
○就農相談窓口の設置(常設）

青年農業者育成センター、農林事務所

○就農相談会 in 東京
移住相談センター(東京）で隔月開催

○合同就農相談会
新農業人フェア(東京、大阪）、移住フェア

ビジョンと目標

○農の雇用
農業法人等で雇用、技術習得(2年）

○無料職業紹介
JA、農業振興公社、ハローワーク

就農計画の認定

○作成支援（県・JA）

○市町の認定
(認定新規就農者）

・５年間の営農計画
・所得目標300万円/年

法人就職

技術・経営ノウハウの習得

資金調達・設備投資

新規就農
希望者

農業体験

農地の確保

○無利子資金（青年等就農支援資金)
上限3,700万円、償還期間：最大12年

○施設整備の補助金
(国事業）

上限300万円、補助率3/10
(県事業）
上限7千円/㎡、補助率1/3

○交付金 (農業次世代人材投資資金）

準備型(研修中）：150万円/年 最大２年

経営開始型 ：150万円/年 最大５年

○農林大学校
農家後継者や技術者等の人材養成

○実践研修（がんばる新農業人支援事業）

先進農家での技術等の習得研修（1年）

○農業基礎講座 （静岡アグリ実践大学）

農林大学校での講座・実習（全18回）

○セミナー・経営塾
・青年セミナー(簿記、販売、先進事例等）

・ふじのくにアグリカレッジ（マネジメント）

○農地の斡旋・調整
・農地中間管理機構による仲介・斡旋
・農業委員会(各市町）による調整・許可
・人・農地プラン(各地域）への位置付け

・放棄地の再生活用支援

○短期農業インターン
社会人・学生コース(3～7日）

高校生コース(1日）

就農相談
○就農相談窓口の設置(常設）

青年農業者育成センター、農林事務所

○就農相談会 in 東京
移住相談センター(東京）で隔月開催

○合同就農相談会
新農業人フェア(東京、大阪）、移住フェア

ビジョンと目標

○農の雇用
農業法人等で雇用、技術習得(2年）

○無料職業紹介
JA、農業振興公社、ハローワーク

就農計画の認定

○作成支援（県・JA）

○市町の認定
(認定新規就農者）

・５年間の営農計画
・所得目標300万円/年

法人就職
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＜首都圏等への県産品の供給力拡大の取組事例＞ 

【首都圏における販路開拓】 
○スーパーマーケット「ヤオコー※」における富士山しずおかマルシェの開催（2018 年度) 

 
※ヤオコー：埼玉県を中心に千葉県、群馬県、東京都などの首都圏に 163 店舗を展開するスーパー

マーケット 

■とぴあ浜松のセルリー部会（４名）が、ららぽーと富士見店において試食宣伝を実施（３月９日）
■ららぽーと富士見店、新浦安店において県産品のPRを実施（全日）

販売促進

開催時期 【第１回】Ｈ31．2．9、10 【第２回】Ｈ31．2．23、24 【第３回】Ｈ31．3．9、10 （※いずれも土日の２日間）

開催店舗 ららぽーと富士見店、南流山店、新浦安店、浦和パルコ店、小田原ダイナシティ店 旗艦店５店舗
※レタス、セルリー、新たまねぎ、メキャベツ等の一部品目については100店舗以上で販売

販売商品 第１回 （７品目） いちご（紅ほっぺ、きらぴ香)、レタス、セルリー、メキャベツ、砂糖えんどう、青島みかん、
新たまねぎ

第２回 （７品目） いちご（紅ほっぺ、きらぴ香)、レタス、セルリー、メキャベツ、砂糖えんどう、トマト（夢咲）、
新たまねぎ

第３回 （８品目） いちご（紅ほっぺ、きらぴ香)、サニーレタス、セルリー、メキャベツ、砂糖えんどう、トマト（夢咲・
アメーラ）、サラダ菜、新たまねぎ

調査 ■首都圏マーケティング調査（５店舗で実施）
・試食販売を通じ、県産品ＰＲや消費者評価の情報収集を実施
・試食品目はメキャベツ、砂糖えんどう、新たまねぎ、セルリー等。小田原店はいちごで実施

■消費者意識調査
ららぽーと富士見店において、首都圏消費者を対象に静岡県産品に関する意識調査を実施

■とぴあ浜松のセルリー部会（４名）が、ららぽーと富士見店において試食宣伝を実施（３月９日）
■ららぽーと富士見店、新浦安店において県産品のPRを実施（全日）

販売促進

開催時期 【第１回】Ｈ31．2．9、10 【第２回】Ｈ31．2．23、24 【第３回】Ｈ31．3．9、10 （※いずれも土日の２日間）

開催店舗 ららぽーと富士見店、南流山店、新浦安店、浦和パルコ店、小田原ダイナシティ店 旗艦店５店舗
※レタス、セルリー、新たまねぎ、メキャベツ等の一部品目については100店舗以上で販売

販売商品 第１回 （７品目） いちご（紅ほっぺ、きらぴ香)、レタス、セルリー、メキャベツ、砂糖えんどう、青島みかん、
新たまねぎ

第２回 （７品目） いちご（紅ほっぺ、きらぴ香)、レタス、セルリー、メキャベツ、砂糖えんどう、トマト（夢咲）、
新たまねぎ

第３回 （８品目） いちご（紅ほっぺ、きらぴ香)、サニーレタス、セルリー、メキャベツ、砂糖えんどう、トマト（夢咲・
アメーラ）、サラダ菜、新たまねぎ

調査 ■首都圏マーケティング調査（５店舗で実施）
・試食販売を通じ、県産品ＰＲや消費者評価の情報収集を実施
・試食品目はメキャベツ、砂糖えんどう、新たまねぎ、セルリー等。小田原店はいちごで実施

■消費者意識調査
ららぽーと富士見店において、首都圏消費者を対象に静岡県産品に関する意識調査を実施


